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1. プロジェクト概要

　高齢化にともなって、日本の医療費は増加を続けて
います。今後の社会保障費の抑制のためには、効果的
な医療政策が求められています。医療費の抑制を考え
るうえで、日本に特有な医療の課題が存在します。日
本だけで発生した副反応問題を契機とした子宮頸がん
ワクチンの接種の積極的勧奨の中止、終末期における
高頻度な積極的治療（抗癌剤治療など）、臓器移植ド
ナーの不足、HIV 陽性者の受療行動、認知症による医
療の意思決定問題などです。　
　こうした問題が生じている背景には、医療現場にお
いて、医者が患者に情報を提供すれば、患者は合理的
に意思決定できるという患者像のもとでインフォーム
ド・コンセントが重視されてきたことがあります。実
際の患者は、必ずしも合理的な意思決定主体ではなく、
医師と患者の間にコミュニケーションの齟齬を生み出
したり、患者が必ずしも合理的でない意思決定をした
りすることが多く発生します。患者が合理的な意思決
定ができるように医師と患者をサポートするマニュア
ルやシステムの設計が求められています。
　経済学に心理学の知見を取り入れた行動経済学では、
現実的な患者像を前提とした意思決定支援・コミュニ
ケーションのあり方が議論され実践されてきました。
例えば、デフォールトの選択をあらかじめ決めておい
て、その選択以外のものも選べるような仕組みをつく
ることで、選択の自由を確保しつつ、推奨される選択
を選びやすくするというリバタリアン・パターナリズ
ムの考え方があります。また、文化人類学では日本特
有の死生観・家族観などの文化の影響が分析されてき
ました。本プロジェクトでは、こうした経済学、心理
学、文化人類学などの行動科学を基盤とし、それらに
関わる研究者と、公衆衛生学、精神医学、臨床医学の
研究者が議論を重ねる中で、健康と医療に関するより

良い意思決定と行動変容のための社会システム構築を
提案します。

2. 2019年の取り組みと成果

① SSI 主催 キックオフ・シンポジウム 開催
　8月4日に大阪大学中之島センターにて、基幹プロジ
ェクト「健康・医療のための行動科学によるシステム
構築」のキックオフとして、2018 年に発刊された『医
療現場の行動経済学』（東洋経済新報社）の内容に基
づくシンポジウムを開催し、126 名の方にご参加いた
だきました。プログラムは 3 部構成で行われ、第 1 部
と第 2 部では、医療現場の行動経済学についての紹介
に続き、がん医療、循環器疾患の治療、延命治療の 3
つのテーマについて行動経済学的アプローチを紹介し
ました。また第 3 部では、医療行動経済学研究会議メ
ンバーにより、今後の医療現場での行動経済学を応用
したアプローチの可能性について議論を行いました。

②医療行動経済学研究会 開催
　10 月 20 日に豊中キャンパス 大阪大学会館にて研
究会を開催しました。今回が第 10 回目となる研究会
では 18 名（学内 4 名、学外 14 名）が参加し、幅広
い分野で活躍する著名な研究者達とともに議論ならび
に情報収集を行いました。

③ストレスマネジメント・ガイドブックの作成
　（労災疾病研究事業）
　労災疾病研究事業の「治療と職業生活の両立におけ
るストレスマネジメントに関する研究」では、身体疾
患に罹患した労働者や、その労働者を支える職場・両
立支援コーディネーター・医療機関における両立支援
に必要なストレスマネジメントに関するコンテンツ・
ツールとして、ストレスマネジメント・ガイドブック
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を作成しました。今後、日本全国のがん診療連携拠点
病院や労災病院にて、ストレスマネジメント・ガイド
ブックの配布及び有用性の検証を実施する予定です。
このガイドブックにより、治療と職業生活の両立に対
する知識の獲得や意識向上、支援先情報の認知を目指
しています。

④がん患者の意思決定、メンタルヘルス
　受療行動に関するインターネット調査の実施
　がん治療の経験者（200 名）を対象に、がん患者の
意思決定の心理学・行動経済学的なプロセスや構造な
どを明らかにすることを目的として、インターネット
調査を実施しました（科学研究費基盤研究 B の分担研
究）。今後解析を行い、がん治療の意思決定における
意思決定のバランスを現在バイアスなどの行動経済学
的要因も含めてそのメカニズムを明らかにします。ま
た、がん治療に携わる医師を対象としたインターネッ

ト調査も実施し、患者に対する意思決定支援の実態に
ついても明らかにする予定です。
　メンタルヘルス受療行動についても同様にインター
ネット調査を行い、メンタルヘルスケアの利用に関す
る意思決定のバランスを現在バイアスなどの行動経済
学的要因も含めてそのメカニズムを明らかにする予定
です。

⑤医療行動経済学に関するアウトリーチ活動
　幅広い分野の方々に『医療現場の行動経済学』を読
んでいただいており、2019 年は日本各地で開催され
た学会や研究会、また各医療機関等で、医療行動経済
学に関する講演依頼を受け、年間を通して約 30 講演
を行いました。また、SSI プロジェクトの研究協力者で、

『医療現場の行動経済学』の編著者でもある大阪大学
経済学研究科 大竹文雄教授も同内容で全国各地、約 8
講演を行いました。

研究会の様子

より良い意思決定と行動変容のための社会システム構築




